20150527-29 時事、共同、ＮＨＫ　ほか

衆院特別委の質疑要旨

　２８日の衆院平和安全法制特別委員会の質疑要旨は次の通り。
　【後方支援活動】
　北側一雄氏（公明）　自衛隊の派遣判断について見解を。
　安倍晋三首相　わが国の主体的判断の下、自衛隊の能力、装備、経験に根差した自衛隊にふさわしい役割を果たすが、その前提として外交努力を尽くす。
　北側氏　後方支援は武力行使と一体化してはならない。安全な場所を確保するのは当然だ。
　首相　現在、戦闘行為が行われていないというだけでなく、活動を行う期間について戦闘行為がないと見込まれる場所を実施区域に指定する。
　後藤祐一氏（民主）　「非戦闘地域」と何が違うのか。
　中谷元防衛相　安全性において相違はない。
　小沢鋭仁氏（維新）　弾薬提供は兵たんで、武力行使だ。
　首相　日米防衛協力の指針（ガイドライン）見直し協議の中で、米側から弾薬提供を含む幅広い支援に期待が示された。こうしたニーズを踏まえた。武器についてはニーズがない。
　【事態認定】
　北側氏　重要影響事態はどういう基準で判断していくのか。
　首相　一概に述べるのは困難だが、判断要素は主に当事者の意思、能力、事態の発生場所、規模、態様、推移、事態に対処する米軍その他外国軍隊の活動内容などを総合的に考慮し、わが国に戦禍が及ぶ可能性、国民に及ぶ被害など影響の重要性などから客観的、合理的に判断する。
　後藤氏　ホルムズ海峡の機雷封鎖は、どの程度の状況で存立危機事態になるか。
　防衛相　国民の生死に関わるような深刻、重大な影響が生じるかを総合的に判断する。必ずしも死者が出るということを（事態認定では）必要としない。
　辻元清美氏（民主）　存立危機事態と武力攻撃切迫事態の違いは。
　首相　存立危機事態（の前提）は（密接な関係にある）他国への武力行使で、武力攻撃切迫事態はわが国への武力行使が切迫している事態だ。ある国がわが国を攻撃する意図を事実上表明し、予備役を招集、艦船が集結している。これは切迫事態と言える可能性が高い。
　【武力行使の新３要件】
　北側氏　第３要件「必要最小限度の実力行使」の意味は。
　横畠裕介内閣法制局長官　相手国から受けている武力攻撃と同程度の自衛行動が許されるとの国際法上の「均衡性」ではなく、わが国を防衛するための必要最小限度だ。
　北側氏　専守防衛の理念は堅持してほしい。
　首相　新３要件の下で許容される武力の行使は自衛の措置に限定され、他国の防衛自体を目的とするものではない。専守防衛がわが国防衛の基本方針であることにいささかの変更もない。
　【機雷掃海】
　緒方林太郎氏（民主）　南シナ海でもあり得るのか。
　首相　今、私の念頭にあるのはホルムズ海峡が封鎖された際だけだ。日本にやって来る石油の８割があの狭い海峡を通過する。あそこを封鎖されたら出口がない。南シナ海はさまざまな迂回（うかい）路があり得る。
　【敵基地攻撃】
　小沢氏　ミサイル発射前の攻撃はあり得るか。
　首相　（発射前の）着手から武力攻撃が発生している。武力攻撃が発生した段階で武力行使できる。
　【グレーゾーン事態】
　長島昭久氏（民主）　なぜ法整備しなかったのか。
　首相　警察力で対処し、対処できないとなると直ちに自衛隊が対処することが大切だ。（自衛隊出動命令の）閣議決定が速やかにできれば問題ない。（時事2015/05/28-21:22）

安倍首相、重要影響事態の基準示す＝発生場所など総合的考慮－衆院特別委

　安倍晋三首相は２８日の衆院平和安全法制特別委員会で、日本の防衛に当たる米軍などの後方支援が可能となる「重要影響事態」を認定する際、事態の発生場所や外国軍の活動内容などを総合的に考慮する方針を示した。その上で「わが国に戦禍が及ぶ可能性、国民に及ぶ被害など影響の重要性から客観的、合理的に判断する」と説明した。公明党の北側一雄副代表の質問に答えた。
　安全保障関連法案のうち重要影響事態法案は、朝鮮半島有事を想定した周辺事態法を改正し、「日本周辺」の概念を取り除いて自衛隊活動に地理的制約をなくした。

　首相は、重要影響事態を考慮する要素として、当事者の意思、能力▽事態の発生場所、規模、態様、推移▽事態に対処する米軍その他の外国軍の活動内容－を挙げた。　
　中谷元防衛相は北側氏への答弁で、政府が１９９９年に示した周辺事態の６類型は、重要影響事態にも適用されるとの見解を示した。６類型は、（1）日本周辺で武力紛争が発生している（2）紛争停止後も秩序が回復されていない（3）ある国の政治体制の混乱などで大量の避難民が発生し、日本への流入の可能性が高まっている－など。いずれも「わが国の平和と安全に重要な影響を与える場合」と定義されている。
　一方、首相は「一般に憲法上許されない」とする海外派兵の「例外」として行う戦時下の機雷掃海に関し、「今、私の念頭にあるのはホルムズ海峡が封鎖された際だけだ」と改めて表明。「日本にやって来る石油の８割が、あの狭い海峡を通過する。封鎖されたら出口がない」と説明した。
　南シナ海のシーレーン（海上交通路）に機雷が敷設された場合の対応に関しては「南シナ海には、さまざまな迂回（うかい）路があり得る」と述べ、自衛隊派遣の必要性は低いとの認識を示した。民主党の緒方林太郎氏への答弁。
　国外の弾道ミサイル基地をたたく敵基地攻撃に関し「（ミサイル発射前の）着手から武力攻撃が発生している。武力攻撃が発生した段階でわれわれは武力行使できる」と述べ、発射前でも可能との認識を示した。維新の党の小沢鋭仁氏への答弁。（時事2015/05/28-22:06）

「重要影響事態」は客観的・合理的に判断

ＮＨＫ　5月28日 19時32分

　安倍総理大臣は安全保障関連法案を審議する衆議院の特別委員会で、外国軍隊への後方支援が可能となる「重要影響事態」に当たるかどうかは、外国軍隊の活動内容やわが国に戦禍が及ぶ可能性、国民に及ぶ被害の影響の重要性などから客観的、合理的に判断する考えを示しました。

　この中で公明党の北側副代表は、安全保障関連法案に基づいて自衛隊を派遣する判断基準について、「国益にとってどうなのかという判断があり、そのときの国際情勢がどうなのか、国際社会がどう対処しようとしているのか、わが国はどういう役割を果たしていくのか判断しなければならない」と指摘しました。
　これに対し、安倍総理大臣は「わが国の主体的判断のもと、自衛隊の能力、装備、経験に根ざした自衛隊にふさわしい役割を果たすが、その前提として外交努力を尽くすことを重要な基点として政策判断を下していく。この３点を、政策判断をしていくうえで基本的な判断基準としていきたい」と述べました。
　また、北側氏は外国軍隊への後方支援が可能となる「重要影響事態」について、「わが国の平和と安全に重要な影響を与える事態が際限なく広がってしまうということにはならない。どういう基準で判断していくのかが大事だ」と指摘しました。
　これに対し、安倍総理大臣は「実際に武力紛争が発生し、または差し迫っているなどの場合に事態の個別具体的な状況に即して、主に当事者の意思、能力、事態の発生場所、事態の規模、態様、推移をはじめ、当該事態に対処する日米安全保障条約の目的の達成に寄与する活動を行うアメリカ軍、その他の外国の軍隊などが行っている活動の内容などの要素を総合的に考慮して、わが国に戦禍が及ぶ可能性、国民に及ぶ被害などの影響の重要性などから客観的、合理的に判断する」と述べました。
　これに関連して、中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣は「いかなる事態が該当するかを一概に申し上げるのは困難だ。少なくとも、平成１１年の政府統一見解で示された６つの具体例は重要影響事態においても当てはまる」と述べ、周辺事態についての具体例を示した平成１１年の政府統一見解を維持する考えを明らかにしました。
　民主党の辻元政策調査会長代理は他国の領域での集団的自衛権の行使について、「中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣が『新３要件に該当するものがあれば、他国の領土、領海、領空でも行くことができる』と言っているが、安倍総理大臣も法理上は行くことができるということでよいか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は「純粋、法理上はありうる。しかし、それはいわば机上の法理上におけるものだ。政策上はホルムズ以外は念頭にないということは繰り返し申し上げておきたい」と述べ、他国の領域での集団的自衛権の行使は中東のホルムズ海峡での機雷の掃海活動以外は念頭にないという認識を示しました。
　そして、安倍総理大臣は民主党の緒方政策調査会副会長が「南シナ海でも機雷の掃海がありうるのか」などと質問したのに対し、「ホルムズ海峡の場合は日本にやってくるうち８割の石油があの狭い海峡を通過し、封鎖されてしまったらあそこ以外には出口がない。南シナ海においてはさまざまなう回路はありうる」と述べました。そのうえで、安倍総理大臣は「いちいち地域を今、断定的に申し上げることは差し控えたい。外交にも差し障りがあり、基本的には安全保障上の対応は事細かに事前に設定してしまって、柔軟性をすべて失ってしまうことは避けたほうがよい」と述べました。
　維新の党の江田前代表は、周辺事態法を重要影響事態法に改正し、外国軍隊に対する後方支援で自衛隊の活動範囲を拡大することについて「『かくかくしかじかで具体的な危険が出てきたから広げる』と変えるほうに挙証責任がある。『絶対、起こらないとは限らないから』と言って法律は改正できるのか」と批判しました。
　これに対し、安倍総理大臣は「南シナ海において、ある国が例えば埋め立てをしている。しかし、さまざまな出来事が起こっているなかで、今、具体的に法律の対象にするということは言及を控えたい。可能性があれば法律を使えるようにして、将来、起こらなければそれに越したことはない。いざという時に備えることも大変重要だ」と述べました。
　また、安倍総理大臣はアメリカ以外の外国軍隊も支援の対象とすることを巡り、「アメリカ以外に豪州を挙げたのは、格段に関係が進み、相当の防衛協力や情報分野の協力も進んでおり、日米豪３か国で行動することもありうるなかで、日米安全保障条約の目的に資する場合も当然ある」と述べました。
　共産党の志位委員長は集団的自衛権の行使について、「最大の問題は武力行使の新３要件を満たしているかどうかの判断が、時の政権に任されており、事実上、無限定に広がるおそれがあるということだ。アメリカが先制攻撃を行った場合でも新３要件を満たしていると判断すれば集団的自衛権を発動することがありうるのか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は「いかなる場合に新３要件を満たすことになるかは事態の個別具体的な状況に即し、政府がすべての情報を総合して客観的、合理的に判断することになる」と述べました。そのうえで、安倍総理大臣は「同時に、国連憲章上、武力攻撃の発生が自衛権発動の前提となることから、仮に、ある国が何ら武力攻撃を受けていないにもかかわらず違法な武力行使を行うことは、国際法上、認められていないので、わが国が自衛権を発動してそのような国を支援することはない」と述べました。
　一方、安倍総理大臣は、集団的自衛権の行使が可能になる存立危機事態を巡って「わが国に戦禍が及ぶ蓋然性は戦いによる武力攻撃が発生して、それに起因する禍（わざわい）が発生するということだ」と述べました。そのうえで安倍総理大臣は、ホルムズ海峡での機雷の掃海活動に関連して「単に石油が止まったらというわけではなく、国民が被る深刻性、重大性も総合的に判断する。石油を求めて戦争をすることは全くない」と述べました。
　これに関連して、中谷大臣は「国民の生死に関わるような深刻、重大な影響が生じるかを総合的に評価して存立危機事態に該当するかを判断する。必ずしも死者が出るということを必要とするものではない」と述べました。

後方支援「戦闘見込まれぬ場所」＝安倍首相、自衛隊派遣に３基準－安保法制

　安倍晋三首相は２８日午前の衆院平和安全法制特別委員会で、自衛隊が海外で他国軍の後方支援活動を行う範囲について「今現在、戦闘行為が行われていないというだけでなく、活動を行う期間について戦闘行為がないと見込まれる場所を実施区域に指定する」と述べ、安全に最大限配慮する考えを示した。公明党の北側一雄副代表への答弁。
　審議中の国際平和支援法案は、自衛隊の活動範囲について「防衛相は、円滑かつ安全に実施できるよう実施区域を指定する」と定めている。イラク復興支援特別措置法などに規定された「非戦闘地域」の概念は採らないものの、運用面でこれに近づける姿勢を示した形だ。
　これに関し、中谷元防衛相は「従来の『非戦闘地域』も新たな仕組みも、安全性において相違はない」と強調した。民主党の後藤祐一氏への答弁。
　北側氏は自衛隊の海外派遣を判断する際の基準をただした。首相は（1）日本が主体的に判断（2）自衛隊が能力、装備、経験にふさわしい役割を果たす（3）前提として外交努力を尽くす－の３点を重視する方針を掲げた。
　一方、後藤氏は、集団的自衛権を行使する前提となる「存立危機事態」の認定基準を質問。防衛相は「国民の生死に関わる深刻、重大な影響が生じるかで判断する。必ずしも死者が出ることを必要としない」と述べた。　
　民主党の長島昭久元防衛副大臣は、沖縄県・尖閣諸島周辺での中国公船の活動に触れ、武力攻撃に至らない「グレーゾーン」事態に対処する法整備が急務と主張した。
　これに対し、首相は「（自衛隊出動命令の）閣議決定が速やかにできれば問題ない」と語り、新法は必要ないとの考えを強調。民主党は閣議決定なしに現場判断で治安出動ができる「領域警備法案」の提出を検討しているが、首相は「ミリタリー対ミリタリーの衝突が直ちに起こってしまう危険性がある」と否定的な見解を示した。（時事2015/05/28-12:58）

首相、自衛隊派遣に３基準　日本が主体的判断

　安倍晋三首相は２８日の衆院平和安全法制特別委員会で、新たな安全保障法制に基づく自衛隊派遣の判断基準を示した。（１）日本が主体的に判断する（２）自衛隊の能力、装備、経験に根ざしたふさわしい役割を果たす（３）前提として外交努力を尽くす―ことを重視して政策判断すると表明した。米軍などを後方支援する「重要影響事態」の認定要素としては、事態の発生場所や規模、態様、推移をはじめ、日本に戦禍が及ぶ可能性などを挙げた。

　いずれも審議中の安保関連法案には明記されておらず、自衛隊運用に当たっての政府の基本原則となるとみられる。

 2015/05/28 13:30  【共同通信】

首相 自衛隊派遣に３つの基本的判断基準

ＮＨＫ　5月28日 12時37分

　安倍総理大臣は、安全保障関連法案を審議する衆議院の特別委員会で、法案に基づく自衛隊の派遣について、▽外交努力を尽くしたうえで、▽わが国の主体的な判断のもと、▽自衛隊の能力や装備などにふさわしい役割を果たすことの３点を、基本的な判断基準とする考えを示しました。

　この中で公明党の北側副代表は、「国際平和支援法案」に基づく国際貢献のための後方支援について、「国際法上の正当性という観点から国連決議があるということを絶対条件にし、国会の関与のところでは例外なき国会承認と、非常に厳しい縛りを第１番目、第２番目でかけている。厳しい要件にした理由を答えてほしい」と質問しました。
　これに対し安倍総理大臣は、「国際法上の正当性の確保のため、措置が国際法上、適法なものであることに加えて、わが国が支援する諸外国の軍隊等の活動を当該外国が行うことを決定する国連決議や、問題となる事態に関連して国連加盟国の取り組みを求める国連決議がある場合のみ、認められるとしている」と述べました。そのうえで安倍総理大臣は、「国会の関与等の民主的統制については、国際平和支援法が一般法であることに鑑みて、国民の理解を十分に得つつ、民主的統制を確保する観点から、例外なく国会の事前承認を必要としている」と述べました。
　また、安倍総理大臣は、安全保障関連法案に基づいて自衛隊を派遣する判断基準について、「わが国の主体的判断のもと、自衛隊の能力、装備、経験に根ざした自衛隊にふさわしい役割を果たすが、その前提として、外交努力を尽くすことを重要な基点として、政策判断を下していく。この３点を、政策判断をしていくうえで基本的な判断基準としていきたい」と述べました。
　さらに、安倍総理大臣は、外国軍隊への後方支援が可能となる「重要影響事態」について、「実際に武力紛争が発生し、または差し迫っているなどの場合に、事態の個別具体的な状況に則して、主に当事者の意思、能力、事態の発生場所、事態の規模、対応、推移をはじめ、当該事態に対処する、日米安全保障条約の目的の達成に寄与する活動を行う、アメリカ軍、その他の外国の軍隊などが行っている活動の内容などの要素を総合的に考慮して、わが国に戦禍が及ぶ可能性、国民に及ぶ被害などの影響の重要性などから客観的、合理的に判断する」と述べました。
　民主党の長島元防衛副大臣は、武力攻撃に至らないグレーゾーン事態への対処について、「ホットスポットが集中する日本周辺の情勢を踏まえて、何をすべきか。１つは領域警備だが、この法制度を今回の法案の中に見つけることはできない。非常に残念で、端的に言って現行法制度では領域警備への対応は不十分だ」と指摘しました。
　これに対し安倍総理大臣は、「あらかじめ、しっかりと海上保安庁も自衛隊も連携をとっていて、確実に総理大臣が判断し、閣議で決断ができるということがとても大切だ」と述べました。
　そのうえで安倍総理大臣は、民主党がグレーゾーン事態に対処するための「領域警備法案」の提出を検討していることについて、「自衛隊が海上保安庁に代わって警察権を持って並存するという形では、ミリタリー対ミリタリーの衝突が直ちに起こってしまう危険性がある。あくまでも、相手が海上保安庁に対応する組織であれば、海上保安庁が出て行く。それが無理であれば自衛隊が出て行く。この速やかなスイッチが可能になることが大切だ」と述べ、今回の安全保障法制の整備によるグレーゾーン事態への対応で十分だという認識を示しました。
　一方、委員会の冒頭、浜田委員長は、野党側が、安倍総理大臣の答弁が長すぎると批判していることを踏まえ、「委員会の審議には、国民も大変、注視している。安倍総理大臣をはじめ各大臣も、国民に分かりやすい簡潔な答弁をするようお願いを申し上げる」と述べました。これに対し安倍総理大臣は、「私としては、国民に分かりやすく丁寧に答弁しているつもりだが、簡潔に答弁することの大切さを踏まえて今後とも留意していく考えだ」と述べました。
　また、中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣は、２７日の質疑で維新の党の柿沢幹事長に対し、「武力の行使と武器の使用の違いが本当に分からないのか。それが分からないと議論できない」などと述べたことについて、「私の発言は大変不適切なもので、この場を借りておわびを申し上げる」と陳謝しました。

安保関連法案巡る論戦 後方支援も焦点に

ＮＨＫ　5月28日 6時55分

[image: image1.jpg]



　安全保障関連法案は、２７日から衆議院の特別委員会で実質的な審議が始まりました。外国軍隊への後方支援を巡って、政府側は、現実の安全保障環境に即して、合理的かつ柔軟に対応できるよう自衛隊の活動範囲を見直したとしているのに対し、野党側は、リスクが高まるのではないかと繰り返し追及しており、２８日以降の審議でも焦点となりそうです。

　２７日の特別委員会の審議では、集団的自衛権の行使についての質問と並んで、外国軍隊への後方支援で自衛隊の活動範囲を拡大することを巡って質問が相次ぎました。
　このうち、自民党の高村副総裁は、周辺事態法を重要影響事態法に改正し、地理的な制約がないことを明確にすることについて、「日本の平和と安全に重要な影響がある事態は、一般に言えば、近くで起きたときのほうが蓋然性は高く、遠くに行くほどだんだん低くなってくる。ただ『遠くでは絶対にない』と言えないので、まぎらわしい『周辺』ということばを取ったと解釈してよいか」と質問しました。
　これに対し、安倍総理大臣は「わが国に近い地域で重要影響事態が起こる蓋然性は、相対的に高いと考えられるが、これに限られるわけではない。今般の法改正においては、周辺事態という表現は地理的概念と誤解されるおそれがあり、安全保障環境の変化も踏まえて『重要影響事態』と改めた。わが国にとって大切なことは『近いか、遠いか』ではなく、わが国の平和と安全に重要な影響をもたらす事態かどうかが判断基準になるのは当然だ」と述べました。
　民主党の岡田代表は「もっと近くまで行ってやりたいのだけれど、できなかったという意味なのか。だから『非戦闘地域』という概念を取り外し、現に戦闘が行われていない地域であればできるように変えたということか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は「自衛隊による実際の活動経験や、諸外国の活動実態といった現実に即した検討を行った結果、現に戦闘行為が行われている現場以外で行う補給や輸送などの活動は、他国の武力行使と一体化するものではないと判断した。現実の安全保障環境に即した合理的かつ柔軟な仕組みに整理し直した。攻撃を受けない安全な場所で活動を行うことは、従来といささかの変更もなく、活動に参加する自衛隊員のリスクを高めることは考えていない」と述べました。
　共産党の志位委員長は、自衛隊員のリスクについて、「自衛隊が行う弾薬の補給、武器の輸送等の後方支援・兵たんが、格好の軍事目標になるというのは軍事の常識だ。自衛隊は攻撃されないという保証でもあるのか」とただしました。
　これに対し、安倍総理大臣は「その可能性が１００％ないと申し上げたことはない。新たな仕組みの下でも、部隊の安全等を考慮して、今現在、戦闘行為が行われていないというだけではなく、自衛隊が現実に活動を行う期間について戦闘行為が発生しないと見込まれる場所を実施区域に指定することになる」と述べました。
　特別委員会は、２８日に２日目の審議が行われ、野党側は、自衛隊員のリスクなどを巡って引き続き政府の見解を追及する構えで、今後の審議でも焦点となりそうです。

「他国で戦わず」崩れる　安保法案審議　首相ら否定せず

東京新聞　2015年5月28日 朝刊

 　他国を武力で守る集団的自衛権の行使容認を柱とする安全保障関連法案は二十七日、衆院平和安全法制特別委員会で実質審議に入った。安倍晋三首相ら政府側は、集団的自衛権に基づく他国領域での武力行使の事例について、近隣国の領海で米艦が攻撃された際に日本が反撃する可能性を否定しなかった。敵基地攻撃が許されないわけではないとする憲法解釈の維持も明言。首相はこれまで「他国の領域で武力行使はしない」と答弁し、戦時の機雷掃海のみを例外に挙げてきたが、これが崩れた。

　首相は二十日の党首討論で「一般に海外派兵は認められていない。他国の領域で戦闘行為を目的に武力行使を行うことはない」と明言。野党側は、安保法案にそこまで書かれていないとして追及していた。
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　特別委で首相は、集団的自衛権を行使できる例として、日本近隣での紛争の際に公海上で攻撃を受けた米艦の防護は「当てはまる可能性が高い」と指摘。紛争国の領海で同様の防護を行うかどうかについて「非常に慎重な当てはめをすることが当然だ」と含みを残した。横畠裕介内閣法制局長官も、他国領海での米艦防護について「例外的に認められる場合もあるが、慎重に行うべきだ」と述べた。
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　横畠氏は、日本を守る手段が他になければ、敵国のミサイル基地を攻撃できる場合もあるとする従来の政府見解に言及。敵基地攻撃が、自国を攻撃から守る個別的自衛権の行使なのか、集団的自衛権に基づくかの区別には触れず、従来の政府見解は武力行使の新三要件にも「そのまま当てはまる」と述べた。

　首相は、中東・ホルムズ海峡での戦時の機雷掃海について、他国領域での武力行使が例外的に認められるとの考えを重ねて表明。中東派兵では「他の例は念頭にない」とも述べた。

　民主党の岡田克也代表は「政府が海外派兵を広げてしまうリスクがある」と指摘した。特別委は二十八日も首相出席の質疑を続ける。

安保関連法制、「答弁ぶり」めぐり大荒れの展開に

TBS系（JNN） 5月28日(木)19時14分配信

　海外での自衛隊の活動を拡大する新しい安全保障法制をめぐる特別委員会の審議。２日目の２８日は、安倍総理大臣ら政府側の答弁ぶりをめぐって、冒頭から大荒れの展開になりました。
　２８日の審議は委員長の異例のひと言から始まりました。
　「国民にわかりやすい簡潔な答弁をされるよう、お願いを申し上げます」（浜田靖一衆議院特別委委員長）
　２７日の安倍総理の答弁について、民主党が「聞かれてもいないことに長々と答える」と抗議したためです。そして、中谷防衛大臣も・・・
　「昨日の柿沢議員に対する私の発言は大変不適切なものでございました」（中谷元防衛相）
　２７日の質疑で、「武力行使と武器の使用の違いが分からないと議論ができない」などと突っぱねたことに野党側が猛反発し、陳謝に追い込まれました。
　野党側は２８日も中谷大臣を追及します。
　「中谷大臣です。中谷大臣です。中谷大臣です」（民主党・辻元清美衆院議員）
　連呼するのは民主党の辻元議員。辻元議員と言えば・・・
　「ソーリ、ソーリ、ソーリ、ソーリ」（２００１年５月、衆院予算委）
　１４年前、当時の小泉総理に執拗に答弁を迫った姿が今でも印象的ですが・・・、２８日は中谷大臣の代わりに答弁に立とうとする安倍総理を制止します。
　「委員長に指名を頂きましたので、答弁させていただきます」（安倍首相）
　「だめです、だめ」（辻元議員）
　「そのうえで、いやだめじゃなくて」（安倍首相）
　「総理、指名してないです」（辻元議員）
　そして、午後の審議で苛立ちはピークに。
　「戦争というのはリアクションがあるんです。ちょっとだけよといって、いつも大きな戦争に広がってきているわけです。ですから、総理、こうもおっしゃってますよ・・・」（民主党・辻元清美衆院議員）
　「早く質問しろよ」（安倍首相）
　安倍総理が答弁席からやじを飛ばし、審議がストップ。
　「答弁が長い、そして当ててもないのに答弁に立つ。そして今は何ですか、『質問しろよ』と。反省の弁を求めたいと思います」（民主党・緒方林太郎衆院議員）
　「自説を述べて、私に質問をしないというのは答弁をする機会を与えないということですから、『早く質問したらどうだ』と言ったわけでありますが、言葉が少し強かったとすれば、それはおわび申し上げたい」（安倍首相）
　こうした安倍総理の姿勢を民主党は強く批判します。
　「総理大臣としてあるまじきことが、全国民注視の下で起きた」（民主党・枝野幸男幹事長）
　「中身よりも、どうもそういう（やじ）ことの方が議論になっているのかなと思います」（菅義偉官房長官）
　菅官房長官は、「丁寧に説明すれば時間もかかる」と総理を擁護しますが、２８日の審議では重要な法案の中身よりも乱戦ぶりが際だった格好です。（28日18:06）

安倍首相やじ「早く質問しろ」＝抗議受け陳謝－衆院特別委




衆院平和安全法制特別委員会で、民主党の辻元清美氏に「早く質問しろよ」とやじを飛ばす安倍晋三首相（右）＝２８日午後、国会内

　安倍晋三首相が２８日の衆院平和安全法制特別委員会で、民主党の辻元清美氏の質疑中、席に着いたまま「早く質問しろよ」とやじを飛ばし、審議が紛糾する場面があった。民主党の抗議を受け、首相は陳謝した。
　２８日の審議では辻元氏ら民主党議員が、前日の審議で不適切な答弁があった中谷元防衛相に照準を合わせて追及。この戦法が首相を刺激したとみられる。首相はやじの後、「（辻元氏が）延々と自説を述べ、私に質問をしないというのは答弁をする機会を与えないということから言ったが、言葉が少し強かったとすれば、おわび申し上げたい」と述べた。
　この日は、首相が積極的に答弁に立とうとする場面も目立った。首相は、いら立った様子で「（答弁者の）指名権は（質問する）委員にはない。そのことをよく勉強した方がいい。委員長が議事進行を仕切る」とも語った。　
　首相のやじについて、民主党の枝野幸男幹事長は国会内で記者団に「首相としてあるまじきことが堂々と全国民注視の下で起きた」と批判。民主党は特別委終了後の理事会で、首相が６月１日の委員会質疑冒頭で正式に謝罪するよう要求した。（2015/05/28-19:03）2015/05/28-19:03

首相「早く質問しろよ」とヤジ　民主の抗議受け陳謝

朝日新聞デジタル 5月28日(木)17時43分配信

　新たな安全保障関連法案を審議する２８日の衆院特別委員会で、安倍晋三首相が質問者に「早く質問しろよ」とヤジを飛ばし、審議が一時中断した。首相は２月にも野党議員をやじって陳謝しており、国政の最高権力者としての振るまいが改めて問われている。
　安倍首相は、民主党の辻元清美氏が機雷掃海を実施することで日本がテロに狙われ、自衛隊にも死傷者が出るリスクが高まるのではないかと、３分間あまり質問していた場面でヤジを飛ばした。
　すぐに同党の長妻昭筆頭理事らが浜田靖一委員長の席に詰め寄って抗議し、審議はストップ。首相はその後、質問した同党の緒方林太郎氏に対し、「辻元議員が時間がきたのに延々と自説を述べて私に質問をしないのは、答弁をする機会を与えないということであるので、早く質問をしたらどうだと言ったが、言葉が少し強かったとすれば、おわびを申し上げたい」と陳謝した。
　首相は２７日の特別委で、野党からのヤジに対して「議論の妨害はやめていただきたい。少し静かにしてください。学校で習いませんでしたか」などと反発していただけに、民主の枝野幸男幹事長も「昨日『ヤジはけしからん』と言った当人だ。政治家、首相として以前に人としていかがなものか」と厳しく批判した。
　首相は２月の衆院予算委員会でも、当時の西川公也農林水産相の献金問題を追及する民主党議員の質問に、「日教組（日本教職員組合）どうするの」などとやじり、陳謝している。
　また２８日の特別委では、中谷元・防衛相が２７日の特別委で維新の党の柿沢未途幹事長に「武力の行使と武器の使用の違いが本当に分からないのか」と答弁したことに対し、「不適切だった。おわび申し上げる」と陳謝した。（上地一姫）

首相「早く質問しろ」発言で一時審議を中断

日本テレビ系（NNN） 5月28日(木)17時53分配信

　集団的自衛権の行使などを含む安全保障関連法案をめぐる特別委員会での審議が２日目となった２８日、安倍首相が質問中の民主党議員に「早く質問しろ」と発言して審議が中断する場面があった。
　民主党・辻元清美議員「戦争というのはリアクションがあるんです。『ちょっとだけよ』で行ってね、いつも大きな戦争に広がっていってる」
　安倍首相「早く、質問しろよ！」
　辻元議員「委員長、総理大臣が質問者に対して『早く質問しろよ』って、ご自身の答弁は延々とされてきたんじゃないですか」
　このあと、安倍首相は「国民に説明をしなければいけないから答弁をさせていただきたいと思っていたわけだが、言葉が過ぎたとすればおわびをしたい」などと陳謝し、審議は再開された。
　一方、安倍首相が中東のホルムズ海峡に機雷を取り除くため自衛隊を派遣することは、海外派兵の例外として認められる可能性があると説明していることについて、民主党の後藤議員は「石油を求めて戦争を可能にする法案か」などと追及した。
　これに対し、安倍首相は「石油を求めて戦争をするということは全くない。我が国に石油を運ぶタンカーを守るために、機雷を排除するということだ」などと反論した。

安保法案審議：野党、中谷防衛相を狙い撃ち　答弁不安定で

毎日新聞　2015年05月28日　21時41分（最終更新　05月29日　03時12分）

　安全保障関連法案の実質審議２日目となった２８日の衆院平和安全法制特別委員会で、中谷元・防衛相が民主党の集中攻撃を受けた。答弁が不安定な中谷氏を狙い撃ちにしてミスを引き出す狙いだ。安倍晋三首相が助け舟を出そうと積極的に答弁を引き受けたものの、「早く質問しろよ」とやじを飛ばし、同党が猛抗議。首相が謝罪に追い込まれる波乱があった。

　「中谷大臣、中谷大臣。中谷大臣に今聞いている。総理に聞いてません！」。民主党の辻元清美氏は２８日、中谷氏の名前を連呼し、答弁に立とうとする首相を制して中谷氏の答弁を要求した。２００１年に集団的自衛権に関する答弁を閣僚でなく小泉純一郎首相（当時）に求めた「ソーリ、ソーリ」とは対照的な発言だ。

　結局、首相が中谷氏に代わり、「（現行の）切迫事態と（新たな）存立危機事態は事態の性格が違う」などと答弁。これに対し民主側は、政府が集団的自衛権の行使例に挙げる中東・ホルムズ海峡の機雷掃海や他国領域での集団的自衛権行使について、中谷氏に次々と質問を浴びせた。

　また、後藤祐一氏も「尊敬するリベラルな中谷氏に答弁してほしい」と要求。首相が隣の中谷氏の答弁資料を指さし、答弁内容を教えるような仕草に、後藤氏は「今首相は中谷氏に何と言ったのか。秘書官も中谷氏にレク（説明）をしている」と皮肉った。中谷氏は答弁したが、後藤氏は「３度質問したがきちんと答えていない」と批判し、一時審議が中断した。

　中谷氏は安全保障法制整備に伴う自衛官のリスク拡大論をいち早く否定して野党の反発を受けたほか、２７日には維新の党の柿沢未途幹事長に「武力行使と武器使用の違いがわからないなら議論ができない」と発言するなど、与党内でも「中谷氏の答弁が一番心配だ」（公明党幹部）との声が出ていた。

　中谷氏は２８日の委員会で柿沢氏に謝罪したが、民主党は今後も中谷氏に照準を合わせ追及する姿勢だ。自民、公明両党の国対幹部は同日、民主側の中谷氏指名に応じず、首相に答弁させるよう求める考えを確認した。

　一方、首相のやじが飛び出したのは、辻元氏が機雷掃海の危険性を指摘する発言中だった。首相が閣僚席に着席したまま、「早く質問しろよ」と不規則発言したため、委員会室が騒然となり、審議が紛糾。首相は「辻元氏が延々と自説を述べ、私に質問しないのは答弁の機会を与えないことになる」とやじの理由を説明。その上で「言葉が少し強かったとすればおわびしたい」と謝罪した。

　ただ首相は同時に、辻元氏による中谷氏の指名を「委員には（答弁者の）指名権はないということをよく勉強した方がいい。委員長が議事進行を仕切る」とも批判した。これに対し、民主の枝野幸男幹事長は同日、「首相としてあるまじきことが全国民注視下で起きた。野党のやじをけしからんと繰り返しながら自らやじを飛ばしている」と指摘。民主、維新両党は委員会後の理事会で、首相が６月１日の委員会冒頭で再度謝罪するよう要求した。【佐藤慶】

安保法案審議：自衛隊派遣に３基準　「慎重に政策判断」

毎日新聞　2015年05月28日　21時18分（最終更新　05月28日　23時40分）

　安倍晋三首相は２８日、集団的自衛権の行使容認を柱とする安全保障関連法案の審議で、自衛隊の海外派遣に対する判断基準として（１）日本が主体的に判断する（２）自衛隊の能力、装備、経験に根ざしたふさわしい役割を果たす（３）前提として外交努力を尽くす−−の３点を挙げた。「法律をつくったとしても、やらなければいけないということではない。慎重な政策判断がある」とした上で、法案に盛り込まれていない判断基準を表明した。

　法案を審議する衆院平和安全法制特別委員会の総括質疑で、公明党の北側一雄副代表の質問に答えた。集団的自衛権の行使が可能となる新３要件については「憲法の精神にのっとった受動的な防衛戦略である専守防衛が我が国防衛の基本方針であることにいささかの変更もない」と改めて強調した。野党が自衛隊活動が飛躍的に拡大することへの批判を強めていることを踏まえ、自衛隊派遣については法案成立後も慎重に判断する姿勢をアピールした形だ。

　首相はまた、民主党の緒方林太郎氏が外国領域で集団的自衛権を行使する事例について追及したのに対し「今、念頭にあるのはホルムズ海峡が封鎖された際だけだ」と強調。南シナ海のシーレーン（海上交通路）での機雷掃海については「南シナ海では多くが迂回（うかい）できる。ホルムズ海峡のような（船舶の運航が）集中している海峡は想定しにくい」と述べるにとどめた。

　共産党の志位和夫委員長は「米国が先制攻撃による戦争を行った場合も、新３要件を満たしていると判断すれば集団的自衛権を発動するのか」と追及。首相は「国連憲章上、武力攻撃の発生が自衛権の発動の前提となり、仮にある国が何ら武力攻撃を受けていないにもかかわらず違法な武力行使を行うことは国際法上認められていない。我が国が自衛権を発動して支援することはない」と否定した。

　また、自衛隊の治安維持任務での派遣について「掃討作戦は行えない仕組みだ」と強調。「武器の使用権限も任務遂行型の使用はできるが、相手に危害を与える射撃が認められるのは正当防衛、緊急避難に該当する場合に限られ、活動範囲は限られてくる」と述べ、法案成立後も不可能だと強調した。【青木純、飼手勇介】

安保法案審議:「政府が総合判断」首相、後方支援巡り答弁

毎日新聞　2015年05月28日　11時29分（最終更新　05月28日　12時58分）

　安全保障関連法案を審議する衆院平和安全法制特別委員会は２８日午前、総括質疑を行った。安倍晋三首相は、他国軍の後方支援が可能となる「重要影響事態」について「政府がすべての情報を総合して客観的、合理的に判断する」と説明。当事者の意思▽事態の発生場所や規模▽米軍など他国軍隊の活動内容▽日本に戦禍が及ぶ可能性−−などを考慮して判断すると述べた。

　首相は、米国など有志連合によるイスラム過激派組織「イスラム国」（ＩＳ＝Ｉｓｌａｍｉｃ　Ｓｔａｔｅ）に対する空爆などについて「政策的判断として、今後も軍事作戦をする有志連合に参加することはない。後方支援することはまったく考えていない」と改めて表明した。

　法整備の狙いについては「日米同盟が完全に機能するという発信につながり、結果として武力行使をしなくて済む」と強調した。

　また、質疑の冒頭、浜田靖一委員長は「閣僚は分かりやすい答弁をしてほしい」と要請。首相は「分かりやすく答弁しているつもりだが、簡潔に答えていきたい」と述べた。中谷元防衛相も２７日の答弁に野党側が反発したことを受け、「発言は不適切だった」と陳謝した。

　野党側は２７日の質疑で首相が答弁に時間をかけすぎるとして問題視。中谷氏が維新の党の柿沢未途幹事長に「武力の行使と武器の使用の違いが本当に分からないのか。それが分からないと議論ができない」など答弁したことも批判していた。【青木純、飼手勇介】

防衛相が陳謝＝維新・柿沢氏への発言で－衆院特別委




衆院平和安全法制特別委員会で、２７日の答弁の一部が不適切であったと認め、陳謝する中谷元防衛相＝２８日午前、国会内

　中谷元防衛相は２８日午前の衆院平和安全法制特別委員会で、維新の党の柿沢未途幹事長に対する２７日の発言について「大変不適切だった。おわびする」と陳謝した。防衛相は「武力の行使」と「武器の使用」の違いを問われ、「それが分からないなら議論ができない」と答え、柿沢氏が「失礼だ」と反発していた。
　野党は委員会に先立つ理事会で、安倍晋三首相や閣僚の答弁が長いと抗議した。これを踏まえ、浜田靖一委員長が委員会の冒頭、「国民に分かりやすい簡潔な答弁をお願いする」と注意。首相は「国民に分かりやすく丁寧に答弁しているつもりだが、今後とも簡潔に答弁することの大切さに留意したい」と述べた。　
　民主党の高木義明国対委員長は２８日の記者会見で、「質問者を小ばかにするのは法案審議をお願いする態度ではない。時間稼ぎや焦点をそらす答弁に悪意を感じている。猛省を促したい」と厳しく批判。一方、菅義偉官房長官は会見で「丁寧に説明するとどうしても長くなる。十分時間を取って議論することが大切だ」と語った。（時事2015/05/28-12:03）2015/05/28-12:03

海外派遣後５４人自殺＝菅長官「心のケア強化」－自衛隊員

　菅義偉官房長官は２８日午後の記者会見で、イラク特別措置法などに基づき海外に派遣された自衛隊員のうち、帰国後に自殺した人が３月末時点で５４人に上ると説明した。その上で、隊員の「心のケア」の充実を図る方針を示した。
　防衛省によると、イラク特措法とテロ特措法に基づき、イラクや周辺国、インド洋給油活動に派遣された隊員は延べ約２万３０００人。統計のある２００４年度以降、イラク関連では陸上自衛官２１人と航空自衛官８人の計２９人、給油活動関連では海上自衛官２５人、総計で５４人が帰国後に自殺した。（時事2015/05/28-19:10）2015/05/28-19:10

朝日新聞デジタル 2015年5月27日06時58分

安保国会、怒号・ヤジで開幕　審議後半には退席相次ぐ

　戦後の安全保障政策の転換点となる法案が２６日、衆院本会議で審議入りした。国民の支持を与党はどう広げるのか。かみ合わない論戦を野党はどう打開するのか。初日は、本会議場にヤジが飛び交う、荒れ模様の幕開けとなった。

　この日の本会議。質問に立った民主の枝野幸男幹事長に対し、自民の一角からヤジがわき上がった。国会の勢力比を映すかのように、安倍晋三首相への野党のヤジより一段と大きい。

　共産の志位和夫委員長が質問した際には、壇上の安倍首相が答弁の合間に、ゆっくりとコップに水をついで飲み干す場面も。このパフォーマンスに自民席に笑い声と拍手が広がった。答弁でも、自衛隊が戦闘に巻き込まれる懸念などを問いただす志位氏に対し、「ご指摘はあたりません」と計４回繰り返した。

　審議の合間では大島理森議長が「発言が国民の皆様にしっかり伝わるよう静粛な議論を望みます」とヤジを制止する場面もあった。

　「政府の答弁は不誠実だ」。本会議後、民主の寺田学氏＝比例東北＝は不満をあらわにした。「法律によって、どんな活動が拡大されるのか。政府には正直に話してもらいたい。リスクが高くても必要な活動だと政府が説明した上で、本当にその活動が必要なのかを議論すべきだ」

　だが、２７日から本格的な審議を始める特別委員会の構成も全４５人に対し、自公が３２人を占める。

　野党も足並みは一つではない。維新の青柳陽一郎氏＝比例南関東＝は、「憲法上どこまで許されるのか、具体的にどんなリスクがあるのか明らかにしていかないといけない」と追及姿勢を見せる一方で、「我が党のスタンスは日米同盟が基軸。日本が世界の平和と安定に対して国際協力をしないといけないという点では与党と同じ」と語る。


安保関連法案を審議する衆院特別委員会の委員の声










 　審議が後半に進むにつれて退席が相次ぎ、本会議場は空席が目立っていった。

　一強多弱の政治情勢のなか、与党も難題を抱える。

　朝日新聞の最新の世論調査では、安全保障法制関連１１法案を今国会で成立させる必要性があるかという質問に対し、「必要はない」が６０％で、「必要がある」は２３％。賛否は国会の内と外でねじれている。

　「法案について、よく理解できていない方が多い印象だ」。法案をまとめた与党協議メンバーだった公明の遠山清彦氏＝比例九州＝は語る。地元の有権者に対して勉強会を重ねており、「丁寧に説明するしかない。分かってもらえる手応えはある」という。

　安倍首相もこの日、分かりやすく丁寧な説明を心がける、と２回繰り返した。ただ、こう付け加えるのを忘れなかった。「今国会における確実な成立を期して参ります」

■「人の命の問題」国会前、抗議の声

　「戦争法案、今すぐ廃案！」「戦争する国、絶対反対！」。本会議開会を１時間後に控えた正午、国会前には約９００人（主催者発表）が集まり、抗議の声を上げた。作家の鎌田慧さんらが発起人の「戦争をさせない１０００人委員会」などが呼びかけ、民主、共産、社民などの国会議員も加わった。

　東京都

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/小金井市.html"小金井市の主婦、浅野由紀子さん（６５）は、自衛隊員のリスクをめぐる議論について、安倍首相が「木を見て森を見ない議論が多い」と発言したことに疑問を感じて来た。「人の命の問題。首相は日本の安全のためと言うが、実際はアメリカのために隊員の命を軽んじているのでは」

　同じころ、国会内では、イラクへの医療支援を行っているＮＰＯ「日本イラク医療支援ネットワーク」事務局長の佐藤真紀さんが、元陸上自衛隊員とともに議員学習会を開いていた。

　「国民は、自衛隊員の問題だと思っているかもしれないが、ＮＧＯにとってもリスクは増すことになる。机上の空論ではなく、現場の声を聞いてほしい」

　衆院本会議場では午後１時１５分すぎ、中谷防衛相の趣旨説明が始まった。

　東京都

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/東村山市.html"東村山市の元地方公務員の男性（６７）は妻（６６）と初めて傍聴に来た。「再び戦争になるのでは。黙って家にいられない」。傍聴席には空席も目立った。「戦後日本の重大な岐路なのに」と驚いた。

　本会議では安倍首相の強い口調に危機感を抱いた。「根拠のある中身で議論を促すというより、自分の意見を言い切っているだけに思えた。数の力で押し切るのではないかと不安になった」という。

「戦争に巻き込まれない」＝自民、安保法制で政策ビラ

　自民党は２８日、安全保障関連法案に関する政策ビラを作成した。「国民の命と平和な暮らしを守る大切な法律です」とし、「戦争に巻き込まれることも、徴兵制も決してありません」と訴える内容。約１００万部を印刷し、街頭などで配布する。
　ビラは法案のポイントとして、集団的自衛権行使の限定容認や、自衛隊による外国軍隊への後方支援拡充などを列挙。自衛隊活動が無制限に広がりかねないとの批判や懸念を踏まえ、武力行使の「新３要件」や「国会承認」などの「歯止め」を講じたとして理解を求めている。（時事2015/05/28-19:08）

テロ対策の強化方針 政府きょう決定

ＮＨＫ　5月29日 4時14分

　政府は２９日、過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートによる日本人殺害事件への対応を踏まえ、イスラム過激派に関する情報収集を強化するため、外務省に関係省庁から職員を集めた「国際テロ情報収集ユニット」を新設することなど、今後のテロ対策の強化方針を決定することにしています。

　過激派組織ＩＳ＝イスラミックステートによる日本人殺害事件への対応を検証した政府の委員会は、先週、情報収集や分析能力の向上に取り組むことや、危険地域に渡航しようとする日本人への対応が十分か検討するよう求める報告書を取りまとめました。
　これを受けて政府は２９日、「国際テロ対策推進本部」の会合を開き、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックを見すえた、テロ対策の強化方針を決定することにしています。
　この中では、イスラム過激派に関する情報収集や分析能力を強化するため、外務省に警察庁や内閣情報調査室など関係省庁から職員を集めた「国際テロ情報収集ユニット」を新設するとともに、外国の治安情報機関との連携を推進することなどを挙げています。
　また、日本を発着するすべての国際線の旅客機の予約記録を入手することや、海外に滞在する日本人への情報発信や、渡航する日本人への注意喚起の強化、それに入国管理局や税関の体制の強化なども盛り込まれています。
　政府は今後、この方針に沿って具体的な体制の整備などを進めることにしています。

「主権者教育の充実を」＝１８歳選挙権法案で質疑－衆院倫選特

　衆院政治倫理・公職選挙法改正特別委員会は２８日、選挙権年齢を「１８歳以上」に引き下げる公選法改正案の質疑を行った。共同提出した自民、公明、民主各党などの提出者からは、若者の投票率向上のため、教育現場で生徒らの有権者としての自覚を育む「主権者教育」の充実を求める意見が相次いだ。
　法案提出者の自民党の船田元氏は「主権者教育を高校、できれば小中学校も含めてしっかりやることが大事だ。模擬投票など学校教育の中でやってほしい」と述べた。民主、維新両党なども同様の考えを示した。
　一方、公明党の北側一雄氏は学校での選挙運動や政治活動について、「各学校ごとに自主規制をつくればいい。各教育委員会でガイドラインを検討することも大事だ」と指摘した。（時事2015/05/28-19:37）

１８歳選挙権、審議入り　「若者の考え政治に反映」

[image: image10.jpg]



　選挙権年齢を「１８歳以上」に引き下げる公選法改正案の審議が行われた、衆院政治倫理・公選法改正特別委＝２８日午後

　衆院政治倫理・公選法改正特別委員会は２８日、選挙権年齢を「２０歳以上」から「１８歳以上」に引き下げる公選法改正案の実質審議に入った。提出者の船田元・自民党憲法改正推進本部長は改正案の意義に関し「若い人の考え方が政治に反映される。これまでは高齢者への対応が多かったが、若い人の生活に資する政策に政党が目を向けることにつながる」と述べた。

　成立すれば、参院選が実施される来年、約２４０万人の未成年者が有権者に加わる見込みだ。新たに有権者となる高校生の政治活動の規制や、主権者教育の在り方が課題となっている。

 2015/05/28 18:22  【共同通信】

１８歳以上に選挙権 衆院で実質審議開始

ＮＨＫ　5月28日 17時51分

　衆議院の特別委員会で、選挙権が得られる年齢を１８歳以上に引き下げる公職選挙法の改正案の実質的な審議が始まり、提出者の議員は、今後、学習指導要領を改訂して新たに有権者になる高校生への主権者教育を柱の１つに位置づけるべきだという考えを示しました。

　自民党や民主党など与野党６党などが提出した、選挙権が得られる年齢を現在の２０歳以上から１８歳以上に引き下げる公職選挙法の改正案は、２８日に開かれた衆議院の特別委員会で実質的な審議が始まりました。
　この中で、自民党の井野俊郎衆議院議員が選挙権年齢の引き下げの意義を質問したのに対し、提出者の自民党の船田憲法改正推進本部長は「できるだけ多くの若い人々が政治に参加することが民主主義の価値を高めることにつながり、若い人々に資する政策に政党が目を向けることにもつながる」と述べました。
　また、公明党の國重徹国会対策副委員長が「今後、学校でどのように政治に関する教育を行っていくのか」と質問したのに対し、提出者の公明党の北側副代表は「国や社会の問題を自分たちの問題として捉え、主権者としての素養を身につける教育を充実させることが大変重要だ。学習指導要領を改訂し、主権者教育を柱に位置づけることが重要になる」と述べました。
　さらに、民主党の宮崎岳志衆議院議員が教育現場での政治的な中立性を巡り、「どこまで政治活動が許されるのかを確定させる必要があるのではないか」と質問したのに対し、提出者の民主党の武正元財務副大臣は「選挙運動の自由と教育の政治的中立性のバランスを図るため、自主的な規制が適切になされるべきだ」と述べ、学校が校則などで自主的に対応すべきだという考えを示しました。
　維新の党の牧義夫元厚生労働副大臣が民法の成年年齢と関連して、「今後、民法や少年法も改正するということか」と質問したのに対し、提出者の維新の党の井上英孝衆議院議員は「なるべく早く成年年齢を１８歳に引き下げるよう、可及的速やかに検討したい」と述べました。
　一方、共産党の塩川鉄也国会対策副委員長が「憲法改正の是非を問う国民投票の前の国政選挙で１８歳選挙権を実施しておきたいという改憲派の意図のもとで、改正案の成立を急いでいるのではないか」と質問したのに対し、自民党の船田氏は「きっかけが国民投票法の成立や改正だったことは事実だが、憲法改正うんぬんではなく、民主主義の一層の発展のため若い人々が政治に関心を持ち、若者のための政治ができるようにということが理由だ」と述べました。
　今後、審議が順調に進めば改正案は今の国会で成立し、来年の参議院選挙から選挙権年齢が１８歳以上に引き下げられる見通しです。

朝日新聞デジタル 2015年5月28日19時29分

２０歳未満の政治活動、制限する通達を見直しへ　文科省

　文部科学省は２８日の衆院衆院政治倫理・公選法

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/特別委員会.html"特別委員会で、選挙権年齢が１８歳以上に引き下げられる公職選挙法の改正に合わせ、２０歳未満の政治活動を「望ましくない」とした１９６９年の「通達」を見直す方針を明らかにした。通達は大学紛争など暴力的なデモへの参加を防ぐことを重視し、「国家・社会は未成年者が政治的活動を行うことを期待していない」「政治的活動を行うことで勉学への意欲を失ってしまうおそれがある」などとしている。今後は、模擬投票の実施などで政治教育を促進する方針だ。

朝日新聞デジタル 2015年5月28日20時00分

衆院憲法審査会で参考人質疑へ　長谷部恭男氏ら３人

　衆院憲法審査会は２８日、幹事懇談会を開き、６月４日に「憲法保障をめぐる諸問題」をテーマに参考人聴取と質疑を行うことを決めた。現行憲法の制定経緯や立憲主義、また違憲立法審査権などについて議論する。

　参考人は早大教授の長谷部恭男氏、笹田栄司氏、慶大名誉教授の小林節氏の３人。また、自民側は１１日に同じテーマで自由討議を行うよう提案したが、民主側は「国会の情勢をみながら今後協議する」と主張し、合意に至らなかった。

